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【研究ノート】

わが国の看護における医療政策研究の動向
竹内久美子、小溝早紀

Review of Studies on Nursing Policy Research in Japan 

TAKEUCHI Kumiko,  KOMIZO Saki 

要旨

　本研究は、今後の看護における医療政策研究の方向性を示すために、過去10年間（2010年～ 2020年）
の看護における医療政策研究に関する動向、研究内容について整理し、今後の課題を示すことを目的とし
た。医学中央雑誌Web版を用いて、検索ワード「医療政策」とし、「看護論文」「原著論文」に限定し検
索した結果、医療政策について記述のあった62件を分析対象とした。
　研究内容の分析から、11のサブカテゴリが抽出され、5つのカテゴリ【保健事業の実際と評価】【医療
提供体制】【看護の発展】【看護職の労働環境】【地域医療連携】に分類された。多くの文献が、現行の法
制での実態調査・疫学研究、医療法改正による影響の分析であった。保健事業の実際と評価においても、
実際の活動や評価について具体的に報告していたが、新たな事業化・施策化に関するプロセスや実際につ
いての記述はみられなかった。これらのことから、看護職に広くは医療政策に関わる意識と能力を醸成す
る必要があり、看護職が自らのこととして看護における医療政策について考えられるよう、看護基礎教育
から継続した学習が必要であることが示唆された。
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Ⅰ．緒言

世界的な新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、わが国でも医療政策の在り方が問われている。島崎は
医療政策について、「医療制度の構造は複雑であり、構造の構成要素の相互連関を押さえ、問題の本質を
捉えた上で適切な処方箋を書くことは容易ではない。」と述べており、改革の必然性と方向性に関する強
いコンセンサスを得ることが重要であると指摘している（島崎2020）。人口構造や社会状況の変化が、求
められる医療政策に大きく影響する。その時代のそれぞれの問題が、その解決のための方法としての医療
政策に影響を与えることが必要であり、医療の現場で生じている課題の解決策をいかに政策に反映させる
かが重要である。

一方で看護においては、「看護政策」は、まだ明確な定義がないことが指摘されており（滝2008）、「看
護政策は『看護のあり方』ではなく、より根底的な経済政策や社会政策、時には対外政策などのあおりを
受けながら展開されている」とされている（野村2001）。政策により大きく影響される医療の現場で最も
多い看護職が医療政策に関する認識を把握することは、医療現場の声を政策に反映させるうえで重要であ
ると考える。これまで看護分野における医療政策研究の内容を検討することは、看護職の医療政策研究へ
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の関心事を把握することにもつながる。そのため本稿では、これまでの看護における医療政策研究の動向
を把握し、今後検討すべき看護政策課題の方向性について考察したい。

Ⅱ．研究目的

本研究では、今後の看護における医療政策研究の方向性を示すために、過去10年間（2010年～ 2020年）
の看護における医療政策研究に関する動向、看護分野での医療政策研究に関する内容について整理し、今
後の研究課題を示すことを目的とした。

Ⅲ．研究方法

１．本研究のデザイン

本研究デザインは、文献研究である。

２．文献収集方法

論文データベース医学中央雑誌Web版を用いて、検索ワード「医療政策」「看護」として「原著論文」
に限定し検索した。検索ワードを「看護政策」とした場合は、７件のみの抽出にとどまってしまうことか
ら、今回は広く「医療政策」「看護」とし、上記7件も対象論文に含まれることを確認した。検索期間は
最新10年間（2010年～ 2020年）とした。検索された89件のうち、わが国の医療政策についての記述で
ないもの、医療政策と関連のない文献を除いた62件を分析対象とした。さらに、看護分野における医療
政策研究の特徴をみいだすために、研究内容についての分析を行った。

３．分析方法

抽出した62件の文献については、医療政策研究に関する全体の年代ごとの研究数、研究方法、分析方法、
主要なテーマについて整理した。さらに、研究の特徴を捉えるために関連する変数のカテゴリ化を行った。
カテゴリ化に関しては、その文献の特徴を見るために内容分析の手法を用いてカテゴリに分類した（舟島
1999）。

Ⅳ．結果

1．研究の概要

１）文献数の推移

過去10年間の原著論文の文献数を図１に示した。この文献数は、データベースに登録されている文献
のみを対象としているため、看護における医療政策研究の実態を正確に捉えているとは言いがたいが、
2014年が最も文献数が多いことがわかる。

２）研究デザイン

研究デザインの分類別割合を図２に示した。研究デザインは、実態調査・疫学的研究、質的・記述的研
究、文献研究、事例研究、介入・評価研究に分類した。介入・評価研究はみられず、最も多いのは、実態
調査・疫学研究で34件（54.0％）であった。質的・記述的研究は23件（36.5％）、文献研究5件（8.0％）、
事例研究1件（1.5％）であった。
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表１ 研究内容のカテゴリ分類
カテゴリ名 サブカテゴリ名(数) 件数

保健師の活動内容(11)
妊産婦のケア(7)
地域住⺠の健康⽀援(2)
精神保健医療体制(6)
介護保険制度と介護施設(4)
診療報酬制度(4)
看護職の教育・⼈材育成(10)
看護師の裁量権拡⼤(3)

看護職の労働環境 看護職の労働環境(8) 8
訪問看護ステーションの運営(4)
在宅ケアシステム(3)

医療提供体制

保健事業の実際と評価

看護の発展

地域医療連携

14

20

13

7

図２　対象文献の研究デザイン別割合 図３　対象文献の調査対象別割合

３）調査対象

実態調査・疫学研究および質的・記述的研究56件の、調査対象の分類別割合を図３に示した。調査対
象で最も多いのは、医療者18件（32.0％）であった。そのうち保健師を調査対象としている文献は７件
であった。その他の調査対象は、施設13件（23.0％）、患者・家族9件（16.0％）、看護基礎教育機関7件

（13.0％）、既存のデータ5件（9.0％）、地域市民4件（7.0％）であった。

２．看護分野における政策研究の内容

研究内容の分析から、11のサブカテゴリが抽出され、5つのカテゴリ【保健事業の実際と評価】【医療
提供体制】【看護の発展】【看護職の労働環境】【地域医療連携】に分類された（表１）。最も多いのは、【保
健事業の実際と評価】であり、『妊産婦のケア』『保健師の活動内容』『地域住民の健康支援』を含んでいた。

【医療提供体制】は、『診療報酬制度』『精神保健医療体制』『介護保険制度と介護施設』を含んでいた。【看
護の発展】は、『看護職の教育・人材育成』『看護師の裁量権拡大』を含んでいた。【看護職の労働環境】は、
サブカテゴリ名と同様の命名とした。【地域医療連携】では、『訪問看護ステーションの運営』『在宅ケア
システム』を含んでいた。
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表１　研究内容のカテゴリ分類

カテゴリ名 サブカテゴリ名（数） 件数

保健事業の実際と評価

保健師の活動内容（11）

20妊産婦のケア（7）

地域住⺠の健康⽀援（2）

医療提供体制

精神保健医療体制（6）

14介護保険制度と介護施設（4）

診療報酬制度（4）

看護の発展
看護職の教育・⼈材育成（10）

13
看護師の裁量権拡⼤（3）

看護職の労働環境 看護職の労働環境（8） 8

地域医療連携
訪問看護ステーションの運営（4）

7
在宅ケアシステム（3）

１）保健事業の実際と評価

『保健師の活動内容』では、保健師活動の実際の報告、施策や活動の評価、さらにより良い保健師活動
推進のための教育について検討されていた。保健師活動の実際では、健康増進の施策化におけるアセスメ
ントツールの開発（木村2016）、生活習慣病予防の普及事業に関する保健師による個別指導の特徴（丸谷
2020）や地域保健活動連携強化事業に関する保健師のエンパワメントの実際（今西2011）、健康教室運
営のプロセスや健康教室運営での役割（野津2013）が報告されていた。施策や活動の評価では、地域市
民を対象とした日頃の保健活動の評価（吾郷2013）、自殺の少ないまちづくりの具体的な施策の提案（和
泉2010）があった。さらに保健師活動推進のための教育では、保健師の専門能力の記述（春日2018）、
保健師の現任教育の効果（浜崎2014）、保健師を調査対象とした教育ニーズの調査（永江2013、上田
2011）が実施されていた。
『妊産婦ケア』では、妊産婦へのケア、地域特性を重視した分娩方法や産後ケアについて検討されていた。

妊産婦のケアでは、妊産婦の食事摂取量（伊東2013）、貧血（澤田2011）の現状と指導、マタニティマー
クの認識と効果（玉上2014）が報告されていた。地域特性を重視した分娩は、北海道の拓殖産婆制度（宮
本2014）、さらに無介助分娩の現状（市川2017）について母子保健の視点から報告されていた。産後ケ
アに関しては、岩手県で実施されている産後ケア事業に関する文献検討（山本2019）、さらに母子保健事
業における助産師のケアに関する文献検討（玉熊2017）から課題と今後の方向性が考察されていた。
『地域住民の健康支援』では、地域のまちなか保健室の認知度利用状況の調査（坂本2011）、高齢者を

対象とした健康指標に関する調査（Park Sangjun2019）があった。

２）医療提供体制

『介護保険制度と介護施設』では、特定の地域の介護に関わる職員の意識調査と事業の評価が行われて
いた。意識調査では、特定の地域（北海道、東海4県）における地域包括支援センター、介護老人保健施設、
介護保険施設に勤務する医療者を対象に意識調査を実施していた。いずれも高齢者の暮らしを支えるには
医療・介護や家族・地域との連携の必要性があり、人材の確保、教育が課題としてあげられていた（松島
2010a、2010b、山下2010）。事業の評価では、北海道内全保険者の担当者を対象として、2015年に創
設された「介護要望・日常生活支援総合事業」についての実施状況調査を行っていた。体制を整備する時
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間的な課題や国による財政的支援が必要であることが指摘されており、自治体の規模により格差を生じる
ことが懸念されていた（林2019）。
『精神保健医療体制』では、精神疾患患者の療養プロセスの支援について段階別に検討されていた。精

神疾患患者の入院中の支援の実際（大森2015、森脇2017）、退院前訪問制度に関する認知度の調査（山
口2020）、精神科病棟における退院支援の事例検討（大澤2016）、退院後の地域生活支援の取り組みおよ
び退院後の生活支援のしくみづくり（夏井2013）、地域で生活する患者への求められる行政からの支援（山
本2020）が報告されていた。
『診療報酬制度』では、医療制度の改革と関連しており、制度改革による診療報酬への影響について分

析されていた。2006年の診療報酬改定の影響に関する病院データ（人員配置、時間外労働等）調査（林
2010）、看護部長を対象とした病床管理に関するインタビュー調査（益2010）や、2014年の診療報酬改
定における地域包括ケアシステムを担う病棟設置による他診療への影響（山田2017）が報告されていた。

３）看護の発展

『看護職の教育・人材育成』では、看護基礎教育に関する内容、看護職を対象とした卒後教育に関する
内容、さらなる専門的な能力育成に関する内容が検討されていた。基礎教育に関する内容では「看護政策
学」「看護管理学」における学びや構成要素（池内2016、北爪2014）、保健師課程のカリキュラムの現状
と課題(吉川2019)、保健師課程の政策に関する教育の実態調査（上田2011）、保健師が大学教育に求め
るニーズ調査（本田2014）が含まれていた。看護職を対象とした教育では、大学院の進学の意向調査（亀
岡2020）、新任保健師の政策に関する理解のプロセス（永江2013）が報告されていた。さらなる専門的
な能力育成に関する内容では、保健師専門職に対するアセスメント能力と施策化能力向上に関する効果

（浜崎2014）、「がんにおける質の高い看護師育成事業」の成果（小笠原2014）が報告されていた。さら
に看護政策に携わっている看護職を対象にインタビューを実施し、政策に関する興味・関心を高める方略
を模索していた（田川2013）。
『看護師の裁量権拡大』には、高度実践看護師の裁量拡大に伴い医師が常勤していない場に関わる人々

の認識調査をしており、訪問看護師、高齢者施設看護師、訪問看護利用者の家族を対象としていた（大釜
2014、2016a、2016b）。

４）看護職の労働環境

『看護師の労働環境』では、日本看護協会政策部が編集している、各年の病院看護師実態調査および病
院における需給状況調査により、看護職の労働環境の実態が報告されていた。医療政策をキーワードとし
て検索される、その他の労働環境に関する報告は見られなかった。

５）地域医療連携

『訪問看護ステーションの運営』では、訪問看護ステーションの経営と認定看護師の雇用についての検
討（村木2020）、訪問看護ステーションと病院との連携に関する調査（斉藤2011）、訪問看護ステーショ
ンの質的な評価（齋藤2018）、地域情報システムを活用した地域特性の分析と訪問看護ステーションのサー
ビスについての検討（堀池2018）が報告されていた。
『在宅ケアシステム』では、在宅ケアシステム全体では、先行研究から今後の在宅看護研究に関する課

題と展望を考察していた（長江2016）。対象者を限定したケアシステムの構築について検討されており、
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在宅療養する小児とその家族（渡邉2014）や、在宅緩和ケアに関する病院との連携システムについて報
告されていた（大平2012）。

Ⅴ．考察

１．年代ごとの研究数の推移と研究法、調査対象

看護における医療政策研究数の推移では、2014年が13件と最も多い。わが国の医療法は昭和23（1948）
年に制定以降、これまでに大きく8回の改正が行われてきている。2010年以降は、2014年に８年ぶりに
第６次改正が行われ、第7次（2015年）、第8次（2017年）と続いて改正が行われた。2014年の第6次医
療法改正では、地域での医療と介護の総合的な推進が改正の基盤となっており、同年には地域における医
療と介護を一体的に提供するために医療介護総合確保推進法が制定され、2025年の地域包括ケアシステ
ムの構築の基盤となっている。この医療と介護の一体化という課題への関心から、2014年の報告を含め
た文献が多いと考えられる。

研究デザインに関しては、実態調査・疫学研究が最も多く、分析に使用している調査対象は、医療者、
施設等多岐にわたっていた。既存のデータを使用した分析が10％程度見られたが、地域の特性や社会状
況を広く分析する必要のある医療政策研究の特徴であると考えられる。

２．看護における医療政策研究の内容

「看護政策」とは、看護制度（看護サービスを提供する制度全体）を創設または改変していく政治過程
と位置づけられている（野村2015）。しかし看護は医療サービスの一部として提供されるため、医療制度
と看護制度を明確に分類して記述することは困難なのが現状である。また2007年に実施された文献研究
でも、先行研究から「看護政策」の定義を見出すことはできなかったと報告されている（滝2007）。本研
究においても、文献検索において検索ワードを「看護政策」とした場合では、文献が７件のみの抽出にと
どまっており、「看護政策」という用語が広く使用されていないことがわかる。政策により看護の活動が
影響されることは言うまでもなく、看護制度を創設または改変していく政治過程と位置づけられる「看護
政策」は、看護サービス提供の根幹である。今後この「看護政策」の定義、その範囲を明確にすることが
必要である。

文献検討の結果、看護における医療政策研究は、「保健事業の実際と評価」「医療提供体制」「看護の発展」
「看護職の労働環境」「地域医療連携」に関する内容に分類された。多くの文献が、現行の法制での実態調
査や疫学研究、医療法改正による影響の分析であった。保健事業の実際と評価においても、実際の活動や
評価について具体的に報告していたが、新たな事業化・施策化に関するプロセスや実際についての記述は
みられなかった。吉岡は、保健師の事業化・施策化に関する文献をレビューし、研究は急速に進展してい
るものの、保健師が現場レベルで地域の健康問題をアセスメントし、公共性や優先度を見極めるための方
法論は十分に整理されていないと指摘している（吉岡2014）。法制が医療現場を変革するのではなく、医
療現場の課題の解決方法として事業化・施策化を検討できるよう、現状の分析にとどまらない研究が求め
られるのではないだろうか。

一方で保健師自身も事業化・施策化能力を強化する必要性を痛感している反面、日頃の実践のなか
で、どのように説得力のある資料を作成するのかという方法論は十分でないことも指摘されている（大船
2007）。今回の結果でも、「看護の発展」に看護職の教育・人材育成が含まれていた。この中には、看護
基礎教育、卒後教育、政策に関する専門的な能力について、現状と課題があげられていた。看護における
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医療政策に携わる中核は保健師であるため、看護基礎教育の中でも保健師課程のカリキュラムが注目され
ていた。しかし、現在医療現場の大きな問題として取り上げられているような、新たな疾患の流行等は、
行政のみではなく、働くすべての看護師に大きく関わる問題である。そのため、看護職に広く医療政策に
関わる意識と能力を醸成する必要がある。このためには、保健師課程カリキュラムのみではなく、さらに
看護基礎教育・卒後教育・専門能力等の分断なく、学習の機会を提供する必要がある。看護職が受け身で
はなく自分のこととして、看護における医療政策について考えられるよう、看護基礎教育から継続した教
育が必要であろう。

Ⅵ．研究の限界

本研究では、論文検索方法として、医中誌Webを使用し論文の抽出を行った。しかし、本研究では論
文データベースを限定したことで、抽出されなかった看護政策に関する論文が存在する。また原著論文以
外の研究所における報告書や学術書についてはレビューの対象としなかった。このため本研究は、今回分
析対象とした62件の文献のみの研究動向だけを示したものであり、対象となった学術誌以外に一般化す
ることはできない。しかし、医療、看護における主要な学術誌を選択しており、過去10年間（2010年～
2020年）の論文のすべてを収集しているため、10年間の医療政策の動向は一定の水準で捉えられている
と考える。

わが国における医療政策研究は、新型コロナ感染症拡大に伴い2020年以降に注目されることが予測さ
れ、新たな医療政策の在り方が求められると考えられる。現場における研究報告は、まだ文献として分析
対象とされていないため、今後社会状況に合わせ新型コロナに関する内容も含めて医療政策の研究を行っ
ていく必要があると考える。
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